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1. 序 章

1.1 研 究 の 目的

建築構造物 の設計 においては、構造物に求め られる性能 を規定 し、その要求 される性能 を満足す

ることを照査する性能評価型設計法 に対す るが世界的 に高 まっている。 これ までの設計法の体系 の

問題点 として、多数の仕様書的基準の存在の もと、構造 設計者 も建築主 も、建築物の構造性能が ど

のような ものであるか を明確 に把握 しないままに設計、建設が行われていること、専門化、高度化

する構造技術 に対する対応が限界 に達 していることなどが挙げ られる。さらに、国際間においては、

貿易の支障 とならない ように、技術規定は性能規定であることが望 ま しい との認識が高 まっている。

このような背景の もと、構造技術 の進歩 に対応するとともに、設計 の自由度 を拡大 し、同時 に国際

調和な どの国内外の要請 に応 えるため、性 能を指向 した新 しい構造技術体系 の確立が必要 となって

きている。

1995年 兵庫県南部地震 においては、建築構造 物 に許容で きる損傷の度合に関 して新 しい問題が提

起 された。震度7を 超 える極大地震に対 して構造 物 を崩壊 させ ないという設計 目標 は、例外的な数

事例 を除 きほぼ達成 された と言えるが、一方で、官公庁や病院 などの建築物 における地震後の機能

維持 や、共同住宅 において継続使用 を希望す る建築主の要求には、必ず しも十分対応で きず、設計

目標 に関す る議論が生 じた。

1998年6月 に建築基準法が改正 され、その後、施行令や告示が順次、公布、施行 された。改正建

築基準法は、全体に性能規定 を盛 り込 むとともに、施行令 においては、構造計算の方法 として、従

来の許容応力度等計算 に加 え、荷重お よび外力が建築物 に作用 している際の建築物 に生ず る力お よ

び変形 を直接算出する方法 として限界耐力計算が定め られた。

(社) 日本建築学会では、 より明快 な性能規定指向型の耐震設計指針 を目指 して、1999年 に 「鉄

筋 コンクリー ト造建物の靭性保証型耐震設計指針」 を制定 した。そ こでは、 目標性能に応 じて、限

界変形で定義 した限界状態 を設定 し、設計用地震動 に対 して構造物が限界状態 に達 しない ことを確

認す る、 とい う新 しい性能確認法 を示 している。また、2003年 に制定予定の 「鉄筋 コンクリー ト建

物 の耐震性能評価指針 (案)」 においては、構造 物の非線形解析 による地震最大応答の推定方法 と、

部材の挙動 (損傷度) に もとづ く限界状態の評価方法を示 し、耐震性能評価指標 を提示 している。

この ように、建築構造 物の耐震設計 の趨勢 は、地震 により生 じる応答 と設定 した限界状態の比較

によって耐震性能を評価 しようという考 え方 にある。そこでは、構造物の各部位 に生 じる地震最大

応答 を如何 に精度 よ く推定で きるかが一つの大 きな課題である。それ を簡便かつ精度良 く推定で き

る方法は未だ確立 されていないのが現状である。

一般 に、構造物の地震最大応答 を算 出する方法 として、 弾塑性地震応答解析 により部材の応答 を

直接算出する方法 と、縮約 した等価一 自由度系の応答 を算出 し、 これ を構造物 の各部位 の応答 に変

換する方法の2通 りが考え られる。それぞれ、図1.1の (1) および (2) に対応する。

構造物の弾塑性地震応答解析 は、動的な応力や変形の分布を把握で きる最 も有効 な手法 と言 え、

近年、耐震設計 において もさかんに行 われるようになってきている。 しか し、構造物内における地
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震最大応答の高 さ方向の分布 について、構造物や入力地震動に関する諸 因子が及ぼす影響は、理論

的、根本的に解明 されていない。ある一つの地震動時刻歴 を用いて得 られた地震応答解析結果 は、

一つの特解にす ぎない。地震動の時刻歴 を特定で きない現状で は、耐震設計 において、既定の入力

地震動 を用いた地震応答解析 を規範 とするのは難 しい。

縮約1自 由度系 を介 して推定す る方法においては、前半部分 に相当す る縮約一 自由度系 の応答変

位 の算定方法 (図1.1の (2) b) として、地震動の性質を包括 して表現 した線形応答 スペ ク トルによる

等価線形化法 などが古 くか ら確立 されて きている。あるいは、 この部分 は、エネルギーに基づ く算

定法や一 自由度系弾塑性地震応答解析 などに置 き換 えることもで きる。 しか し、後半部分 に相 当す

る縮約 した一 自由度系の応答か ら多自由度系 の応答値 を推定する方法 (図1.1の (2) c) については、

地震最大応答の高 さ方向の分布に及ぼす諸因子の影響が未解明であるため、理論的 な背景 をもって

確立 された方法はない。

本研究では、建築構造物の地震最大応答の うち、特 に高 さ方向の分布 に着 目し、地震最大応答の

一
般的な予測方法 を提案することを目的 とする。

図1.1 構造物の地震最大応答の推定方法
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1.2 既往 の研 究

1.2.1 地震最大応答の推定方法

(1) 平面骨組モデルの地震応答解析

地震応答解析 は、運動方程式 を数値積分法 を利用 して時間ステップごとに解 くことにより、地震

動時刻歴波形に対する応答を逐次算出する解析であり、動的な応力や変形の分布を把握するための

最 も有効 な方法 と言 える。振動解析用モデルは、質点系モデルか ら、骨組モデル、有限要素モデル

まで様々であるが、こ こ で は 、 本論文 と関連の深い2次 元の平面骨組 モデルを対象 とす る。部材ご

とに弾塑性域における力学特性に基づいた力学モデルに置換す る平面骨組モデルの地震応答解析 は、

計算機や数値解析技術の発達と、部材の履歴復元力特性 に関する実験データの蓄積 とともに、今 日

では手軽 に行 われるようになって きた。

平面骨組モデルの地震応答解析の信頼性や有効性に関しては、既往の研究において、
・ 振動台や擬似動的実験の結果を解析により再現する。

・ 地震 により実際 に被災 した構造物の地震時の挙動 を解析 により検討する。

などによって検証 されて きた。

擬似動 的実験の結果 を地震応答解析 によって再現 し、その解析手法の妥当性を検証した研究の代

表 的 な もの と して 、 日米共同大型耐震実験研究として行われた RC造実大7層 試験体の擬似動的加

力 実 験 を解 析 した 研 究1. 2. 1, 2) が あ る。

解析試験体 は加力方向に3ス パ ン、直交方向に2ス パ ンで、加力方向に平行 な中央 フレーム、中

央スパ ンに連層耐震壁 をもつ。加力 は、水平外力分布を逆三角形 とした、等価1自 由度系擬似動的

加力実験手法 を適用 して行 われた。

この実験 の解析 においては、試験体 を、梁 は材端 に剛塑性バ ネをもつモデル、柱は材端に剛塑性

バ ネ 、 材中央 に鉛直ばね をもつモデル とし、耐震 壁 につ いて は、側柱 を鉛直 ばね、壁板を曲げとせ

ん断 ばね と して、 これらの部材 モデルか らなる平面骨組にモデル化 している。耐震壁に取 り付く直

交梁には鉛直ばねモデル を用い、直交方向の影響 も考慮 している。

各部材 の復元力モデル としては、梁、柱、壁 の曲げバネおよび直交梁 に武田スリップモデル、耐

震壁の軸方向ばねに軸剛性モデル、せ ん断ばねに原点指向モデルを用いている。各復元力特性の決

定 に際 しては、材料特性 と部材断面、形状 を考慮 している。

解析結果で得られる各階の変位や各層の層せん断力に関する応答波形は、実験結果 と良 く一致 し、

梁端部の回転角や耐震壁の側柱の伸縮に関しても実験結果は解析 により良 く再現 されたことが示 さ

れ てい る。

地震 によ り実際に被災 した構造物の地震応答解析は、 1968年 十勝沖地震以来、大地震のたびに数

多 く行 われてきた。

筆者 も1995年 兵庫県南部地震によ り被災 した構造物 に対 して地震応答解析 を行い、実際に観察さ

れた被害 と解析結果の対応関係 について検討 している付録A)。解析では、構造物 を平面骨組 にモデル
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化 し、柱、梁は材端 に剛塑性バ ネをもつモデル とし、非構造部材のモデル化方法 を変動 因子 として

いる。解析結果 として、実際に構造物 に生 じた梁端の曲げひび割れ、柱 や柱梁接合部 のせん断 ひび

割れの被害の程度や分布状況に関 して、地震応答解析 によ り良 く再現することが可能であるが、非

構造部材の影響 も大 きく、それらを適切にモデル化する必要があることを示 している。 なお、構造

物の被害の概要 と解析結果の詳細 は付録Aに 載せている。

(2) 縮約1自 由度系 を介 した方法

縮約1自 由度系 を介 して地震最大応答 を推定す る方法は、図1.1に 示 したように3つ の過程で構成

される。(a) 等価 な1自 由度系への縮約、(b) 縮約1自 由度系の最大応答の算出、(c) 構造 物 の各部位

の最大応答の算出、である。この うち、(c) については本研究で特 に着 目している点であるので、そ

の既往の研究は1. 2. 2項 で詳 しく述べることに し、本項では (a)(b) の既往の研究 について簡単 にまと

める。

(2a) 1自 由度系への縮約方法

剛床 を仮定 した多層構造物の水平1方 向の振動の運動方程式 は、式1. 2. 1で ある。

(1.2.1)

ここに、{y}: 各 階の床 の応答 変位 、[M]: 質量 マ トリクス 、[K]: 剛性 マ トリクス 、[C]: 減衰 マ ト

リクス、y0: 地動加 速度 であ り、減 衰 マ トリクス [C] は比 例減 衰 マ トリクス とす る。

構造 物 をn階 建 て とす れば、 応答 変位 {y} はn個 の固有 モ ー ドの線形和 と して式1.2.2で 表せ る。

(1.2.2)

ここに、mβ: m次 刺激 係数 、{mu}: m次 固有 関数 であ る。myはm次 等価 変 位 で あ り、式1.2.2に 対 し

て前 か らmβ{mu}T[M]を 掛 け固有 ベ ク トル の直交 性 を利 用す れ ば、式1. 2. 3で あ る。

(1.2.3)

ここに、mM: m次 等価 質量 で ある。m次 等 価 質量mMは 、式1. 2. 4で あ る。

(1.2.4)

式1. 2. 2を 式1. 2. 1に 代 入 して、1β{1u}Tを 前 か ら掛 け、 固有 ベ ク トルの 直交 性 を利 用 す れば 、1

自由度 系 の運動 方程式 として式1. 2. 5が 得 られ る。

(1.2.5)

ここに、1C: 1次 等 価減 衰係 数、1K: 1次 等 価 剛性 で あ り、それ ぞ れ式1. 2. 6お よび式1. 2. 7で あ る。

(1.2.6)
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(1.2.7)

こ こに、1ω: 1次 固有 円振動 数 で あ る。

弾塑性系 においては、構造物の応力 と変形 に応 じて剛性 マ トリクス [K] が時々刻々変化 し、振動 モ

ー ドmβ {mu} が変化する。 そのため、 式1.2.5に おいて、1次 等価質量1M、1次 等価剛性1Kと も時々

刻 々変化することになる。既往の研 究においては、1次 等価質量1Mは 定モー ドを仮定 した一定値 と

し、1次 等価剛性1Kは1次 等価変位1yの 関数 としてモデル化するのが通例である。

仮定 す る定 モ ー ドと して は、堀 ら1.2.3) のように、 弾塑 性領 域 におい て も、構 造 物 の応 答 は弾 性1

次 固有 振動 モ ー ドが支 配 的 であ る と仮 定 し、 弾性1次 振動 モ ー ドとす る場合 が 多 い。 その 他、 塩原

ら1.2.4) の ように降伏 時 の 変形 形状 に応 じたモ ー ドを用 い る例 や、境 ら1.2.5) のように 逆 三角 形 の モ ー

ドを用 い る例 もあ る。 また、 滝 澤1.2.6) は、弾 塑性応 答 中の平均 的 な定 モ ー ドを抽 出す る方法 を示 し

て い る。 そ こで は、 床 の応 答 変位 {y (t)}(t0≦t≦t1) の最適 な1次 モ ー ドは、 式1.2.8の 最小 の固

有 値 に対 応 す る固有 ベ ク トル であ る。

(1.2.8)

1次 等価剛性1Kに ついては、静的漸増載荷解析 を用いて評価す ることが多い。

漸増載荷時の外力ベ ク トル {P} と各階の床 の変位 {y} の関係 は式1.2.9で ある。

(1.2.9)

こ こで 、1次 等 価 変位 を式1.2.3と し、1次 等価 せ ん断力 を式1.2.10とす る。

(1.2.10)

式1.2.2を 式1.2.9に 代 入 して1β{1u}Tを 前 か ら掛 け、固有 モー ドの直 交性 を考慮 す れ ば、1次 等価

変位 と1次 等 価 せ ん断 力 の関係 式 と して式1.2.11が 得 られ る。

(1.2.11)

1次 等価剛性1Kは 、1次 等価変位 と1次 等価せん断力の比例係数 として式1.2.12によ り評価する

ことになる。

(1.2.12)

1次 等価剛性1Kの 評価においては、定モー ドの仮定に加 えて、外力分布形の選択 が問題 になる。

塩原 ら1.2.4) は、構造物 を漸増載荷解析 で得 られる復元力特性 を用いた1自 由度系 に縮約する方法

を示 し、振動台による3階 建て鉄筋 コンクリー ト骨組の小型模型実験 に対 してその信頼性 を検証 し

ている。そこでは、逆三角形外力分布 を仮定 して復元力特性 を評価 し、履歴特性 にTakedaモ デルを

用 いた縮約1自 由度系の地震応答解析 によ り、実験で観測 された変位応答 を略算的 に再現 できると
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して い る。 さ らに、外力分布形 を仮定する漸増載荷解析では、 その分布形に対応した崩壊機構 しか

予測できず、高次モー ドによる複雑な挙動 を正 しく予想で きないとも言及 している。

滝澤1. 2. 6) は、外 力 分布 形 を弾性1次 モ ー ド比例分布形とした漸増載荷解析の最大変位を地震応答

解析による最大応答変位と等 し くした場 合 、 それそれか ら抽出 した定モー ドは極めて酷似 している

と指 摘 して い る。

また 、 前 田 ら1. 2. 7) は 、 滝 澤 の 定 モ ー ドによ り縮約 1自 由度系 を設定 し、外力分布形を弾性1次 モ
ー ド比例分布形とした漸増載荷解析により復元力特性 をモデル化 した 1自 由度系地震応答解析によ

り、平面骨組モデルによる地震応答解析結果と良く対応 した応答変位、応答せん断力が得られたこ

とを示 してい る。

堀 ら1. 2. 3) は 、 弾 性 1次振動モー ドを用いて縮約 1自 由度系 を設定 し、 1自由度系の復元力特性 を

層せん断力係数の分布係数を Aiと した外力分布形 による漸増載荷解析 によ り評価 する方法 を示 し

て い る 。 こ こで も、 1自由度系地震応答解析結果と平面骨組モデルによる地震応答解析結果の良い

対応が示 されている。

Fajfar1. 2. 8) は 、 縮 約 1自由度系 を介 して構造物の各部位の最大応答を推定する方 法 "N2 Method"

を提 案 してい る。 そ こでは 、漸増載荷解析 における外力分布形 {P} は、構造形式と塑性率に応じて

設定 した変位 分布 {ψ} を用 い て式1. 2. 13に よ り定 め る。 仮定する変位分布 {ψ} は、例 えば、 フレー

ム 構 造 で は 式1. 2. 14、 連層 耐震 壁 を含 む フ レー ム構造 で は式1. 2. 15と す る。後者は塑性率に関わら

ず逆三角形の分布形であ り、前者は逆三角形の分布 よりも下層部で勾配が大 きい分布形である。

(1.2.13)

(1.2.14)

(1.2.15)

ここ に、 ψi: i階 の 変位 の分布 係数 、 hi: i階 の高 さ、n: 階数 、μ: 仮 定す る塑 性率 で あ る。

また、縮約1自 由度系の復元力特性は、漸増載荷解析で得られる 1層せん断力-最 上階変位関係

を基に設定 している。

松 本 、 倉 本1. 2. 9) は 、 「モ ー ド適応型漸増載荷解析」 を提案 している。そこでは、任意の解析ステッ

プにおける外力分布形は、等価剛性に基づいた1次 モー ド比例外力分布形 とする。すなわち、塑性

域 にお いて は、解析ステ ップごとに外力分布形 を変化 させ て増分解析 を行 うことになる。 こ れ は 、

塑性化 に伴 う振動 モー ドの変化 の影響を考慮 しようとする ものであるが、外力分布形を変化させて

行 う解析は現状では簡便性 に欠ける。
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この ように、1自 由度へ縮約す る際のモー ドの選定 と、漸増載荷解析 における外力分布形 の選択

については、研究者 ごとに微妙 な差がある。

(2b) 1自 由度系の最大応答

1自 由度系の地震応答解析であれば、弾塑性応答であ っても、多 自由度系の応答解析 よりもはる

かに少ない計算量ですみ、比較的簡便 に明快 な解 を得 ることが可能である。一方で、地震動時刻歴

を用いず に弾塑性1自 由度系の地震最大応答変位 を推定す る方法、あるいは、一定の変形に抑える

ための必要耐力 を算 出する方法 に関す る研究 も盛んに行 われている。

Sozen、 柴田1. 2. 10) などは、応答スペ ク トルによる等価線形化法 とその実用性 を示 している。応答

スペ ク トルによる等価線形化法 とは、地震動 に対する弾塑性応答の最大値 を、応答スペ ク トルを利

用 し、剛性の低下 と減衰の増大 を考慮 した等価線形系の地震応答 として推定する方法である。

まず、等価線形系の等価周期Teは 、簡便 に、最大点の剛性により定める。す なわち、最大変形点

の割線剛性 を等価 剛性Keと し、等価周期Teは 式1. 2. 15に よ り求める。

(1.2.15)

等価線形系の等価減衰 は、経験的に、塑性率μの関数 として式1. 2. 16で表す。

(1.2.16)

ここに、0.02は 初期減衰 を表す。

式1. 2. 15、式1. 2. 16お よび地震動の応答 スペク トルを用いて、1自 由度系の弾塑性最大応答変位

の推定 を行 うことになる。 まず、最大応答変位 あるいは塑性率 を仮定 し、それに対応する等価周期

お よび等価減衰 を求める。次 に、応答スペ ク トルか ら等価線形系の最大応答変位 を求める。 これが

仮定値 と異なれば、新 しい仮定値 として計算 を繰 り返す。収束計算の結果 として得 られる値が、弾

塑性最大応答 の近似値 である。

柴田1. 2. 11) は、種々の降伏耐力 をもつ1自 由度系 について、EI Centro NS (1940) に対する弾塑性

応答 を数値積分によ り求めた正解値 と、正解値 の最大応答変位点 に基づ く等価線形系 の線系応答値

とを比較 し、両者の傾 向が良い一致 を示す ことを示 している。

応答スペ ク トルによる等価線形化法 は、2000年6月 に施行 された建築基準法施行令第82条 の6に

規定 される限界耐力計算の礎 にもなっている。

等価線形化法の解 の精度 に関す る研究は、現在、盛んに行 われているが、解の精度は等価周期 と

等価減衰 の設定如何である と言える。等価周期 に関 しては、最大変形点の割線剛性 に対応する周期

よ りも短い と考 えるのが一般的である。例 えば、中村 、壁谷澤1. 2. 12) は、瞬間エネルギー入力 を用い

た等価線形化法で検討 し、塑性率が大 きくなると等価周期 の縮小係数が小 さくなると指摘 している。
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1.2.2 地 震 最 大応答の高さ方向の分布の推定方法

(1) モー ドの合成

n階 建て構造物の 応答変位{7}は 、n個 の 固有 モ ー ドの線形和 として式1.2.17で 表 せ る 。

(1.2.17)

こ こ に 、 mβ: m次 刺 激係 数 、 {mu}: m次 固有 関数 、 my: m次 等 価 変位 で あ る。

i層 の応答層 間変位 δiは、 式1.2.18と な る 。

(1.2.18)

一方、弾性時においては、m次 等価変位 myに つ い て は式 1.2.19が 成 り立 つ 。

(1.2.19)

こ こ に、 mSd: m次 モ ー ドの弾性速度応答ス ペ ク トル値 で あ る。

式1.2.19を 式1.2.18に 代入すれば、応答層間変位の上限値 が式1.2.20に よ り与 え られ る。

(1.2.20)

ま た 、 各次モー ドの応答の最大値が同時に生 じることはまれで あ る と考 え、最大応答の近似値を

各次応答成分の2乗 和平方  (SRSS) で表す こ とが よ くあ る。

(1.2.21)

構造物の応答が線形弾性域であれば、式1.2.20は 常 に真であ り、式1.2.21も 妥 当 と言 え る。 しか

し、弾塑性系 においては振動モー ドmβ{mu}が 変 化 し、モー ドの最大応答変位も不明にな っ て くる 。

芳 村1.2.13) は 、 弾塑性地震応答に対 して もモ ー ド合成の手法を適用 し、構造物各部位の最大応答を

簡便に推定する方法 を提案 している。それ は、 60階 建 て構造物の弾塑性地震応答に対 してモー ド分

解を適用 して検討 した結果、各次の変位の最大応答値 は、文 献1.2.6) による等価周期 と弾性応答ス

ペ ク トル を用 い て推定が可能である、 とい う考察 に基づ い てい る。推定方法の具体的な手順は次の

通 りで あ る。

1: 層せ ん断力係数 Ai分 布 による漸増載荷解析 を行 い、その結果を弾性固有 モ ー ドに よ りモ ー ド分

解 して 、1次 の変位-加 速度関係 を得 る。 これ よ り、 1次 相当す る 1質 点系モデル
を定 め る。

2: 1質 点系 モデルの地震応答解析 を行い、得られた最大変位を 1次 の変位 の最大値1Dmax、 最 大 加

速度を1次 の加速度の最 大値1A maxと 定 め る。 な お 、 地震応答解析では、粘性減衰を瞬間剛性比例

型 とし、 1次 弾性振動数に対する減衰 定 数 を3.0%と す る。さ ら に、式1.2.22よ り1次 の等価周期

1Teqを 求 め る。

(1.2.22)

3: 2次 、3次 の 等 価 周 期2Teq, 3Teqは 式1.2.23に よ り求 め る。
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(1.2.23)

こ こに、iTe: i次 弾性 固有 周 期 で あ り、aは1次 弾性 固有周 期 に対 す る1次 等 価周 期 の比 で あ る。

4: 減衰 定数5.0%の 弾性 変 位応 答 スペ ク トル上 で 、1Teq, 2Teq, 3Teqに 対 応 す る値 を読 み 取 り、1D0.05,

2D0.05, 3D0.05と す る。

5: 粘 性減 衰 に起 因す る各 次 の減 衰定 数iheqを 式1.2.24に よ り定 め る。

(1.2.24)

ここに、iωeq: i次 の等 価振 動 数 、1ωe: 1次 の弾 性振 動 数 であ る。

式1.2.251.2.14) が 成 り立 つ と仮 定 し、履 歴 減衰 を含 む1次 の減衰 定数1heq'を 求 め る。

(1.2.25)

1heqと1heqの 差 を履 歴 減衰 に よる寄与 分 と考 え、 これ を△hと す る。△hは2次 、3次 に対 して も同

一 であ る と考 え、2heq' 3heqに △hを 加 え た もの を2次、3次 の減衰 定 数2heq', 3heq'と す る。

6: 式1.2.25の 記号 の添 え字 を1→iに 換 えた式 よ り、2次 、3次 の変 位 の最大値2Dmax, 3Dmaxを 求

め る。 また 、式1.2.26よ り、2次 、3次 の加 速 度 の最 大値2Amax, 3Amaxを 求 め る。 これ に よ り、1

～3次 の変位 と加 速度 の最 大値 が全 て定 まる。

(1.2.26)

7: 以上 の値 と弾 性 固有 モ ー ドを用 い てSRSSに よ りモ ー ド合 成 を行 う。

この手法に関する検証解析 は、60階 建て構造 物 と2種 類 の入力地震動の組み合わせについて行 わ

れている。しか し、これは十分 な数 とは言えず、しか も、その一方の例 では梁の塑性率の最大が0.713

と塑性化の程度が小 さい。 もう一方の例 において梁の塑性率の最大 は1.93で あるが、局部的な最大

応答層 間変位の増大に対 して推定値は精算値 を下回っている。 また、モー ドの合成による推定の最

大の弱点は、降伏する部材 の塑性率 を直接算定す ることがで きないことである。

(2) 静的漸増載荷解析

平面骨組モデルの静的漸増載荷解析 によれば、ある外力下、あるいはある変形下 の構造 物 の各部

位 の応力 と変形の分布 を知 ることがで きる。そこで、縮約1自 由度系の最大応答がわかっているな

らば、それ と等 しい レベルにおける漸増載荷解析結果 を抽 出すれば、それが推定値 となる。

川端 ら1.2.15) は「応答変形制御設計法」 を提案 し、縮約1自 由度系 の弾塑性最大応答 と骨組の漸増

載荷解析 をもとに、各層の最大応答層 間変位 を推定する方法 を示 している。 そこでは、各層の最大

応答層 間変位の分布は、層せん断力係数の分布係数をAiと した漸増載荷解析の同 レベルの変形分布

とほぼ相似 であ り、構造物 の応答層間変位 の分布 は漸増載荷解析によ り推定で きるとしている。

さまざまな構造 形式の構造物に対 してその妥当性 を検討 しているが、当初 の検討1.2.14) において、

使用 した地震動時刻歴 はEl Centoro NS (1940)の レベル を変えた2波 のみであ りその数は十分 とは
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言 えない。後の検討1.2.16) においては、地震動時刻歴の数が増やされているものの、各層 の最大応答

層 間変位の うちの全層の最大値のみが検討対象であ り、構造物内の最大応答層問変位の分布につい

て検討 されているとは言 えない。

Fajfar1.2.8) の提案する "N2 Method" において も、構造形式 と塑性率 に応 じた外力分布形 による漸

増載荷解析 を用いて、構造物の各部位の最大応答の推定を行 う。

検証解析によれば、大部分の解析例 において、部材の変形および塑性率 に関する推定値 は地震応

答解析結果 と良 く適合するものの、推定値が過小評価 となる場合 もあ り、高次モー ドの重要性 が指

摘 されている。

FEMA-2731.2.17) にお いて も、漸増 載荷 解析 を用 いて構 造物 各部 位 の最大 応答 を推 定す る方法 が 示 さ

れて い る。 そ こで は、外力 分布 形 と して、(1) 各 階の 質量 に比例 した分 布形 、(2) 式1.2.27に よる逆

三 角形 に近 い分 布形 、お よび (3) 応答 スペ ク トル によるモ ー ド合 成 した層 せ ん断力 に対 応 す る分布 形 、

の3種 類 が示 され てい る。その うち、(1)と 、(2)あ るい は(3)の どち らか一 方 の合計2種 類 の外 力分

布 形 を考慮 に入 れ る こ とが示 されてい る。

(1.2.27)

こ こに、fi: 各 階 の外 力係 数 、Wi: i階 の重量 、hi: 基礎 上 か らi階 床 まで の高 さ [feet] であ り、指

数kは 、固有 周期0.5秒 以下 で は1.0、2.5秒 以上 では2.0、0.5秒 以上2.5秒 以 下 で は直 線 補 間す る。

Guputa, Kunnath1.2.18) は、"Adaptive Pushover Procedure" を提 案 して い る。 モ ー ドご とに、 そ

のモ ー ド形 に比例 した外 力 分布形 を用 い て微小 な荷 重 を載 荷 させ る。 この時 に、各 モ ー ドの外 力 の

大 き さは、 モ ー ドの加 速度 応答 スペ ク トル値 に応 じて決定 す る。各 モ ー ドに対 して得 られた部 材 の

応 力 と変形 を2乗 和平 方合 成(SRSS)す る。 剛性 が変 化 した部 材が あ れ ば、新 た な振動 モ ー ドを も

とに各 モ ー ドの外 力 分布形 を更新 し、再 び微小 荷 重 を載荷 す る。 クライ テ リア に達 す る まで これ を

繰 り返 す 、 とい う もので あ る。

検証 解析 におい て、Adaptive Pushover Procedureに よる推 定 結果 、FEMAの3種 類 の外 力分 布形

に よる漸増 載 荷 解析 結 果 、 お よび地 震 応答 解 析 結 果 につ いて 比較 検 討 が な され てい る。Adaptive

Pushover Procedureは 、FEMAの 漸 増載荷 解 析 よ りも、特 に上層 部 の層 間変位 に関 す る推 定 精度 が 良

く、 また塑性 ヒン ジが形 成 され る部位 につ い て も良 く適合 して い る。

Adaptive Pushover Procedureの 最大 の 問題 点 は、外 力 分布 形 を一定 とす る漸増 載荷 解 析 プ ロ グ

ラムが一 般 的 に も用 い られ つつ あ る現状 にお いて、 そ れ とは別 の複雑 な解 析 プ ロ グ ラム を必 要 とす

る こ とで あろ う。

Chopra, Goel1.2.19.20) は、"Modal Pushover Analysis" を提 案 して い る。モ ー ドご とに、弾性 モ ー

ド形 に比例 した外 力分 布形 を用 い た漸 増載 荷解 析 を行 い、得 られ た解 析結 果 よ りモー ドの弾 塑性 復

元 力特 性 を得 る。1自 由度 系 の最 大応 答変 位 を推定 す る要領 で 、各次 モー ドの最 大 応答 変位 を計 算

し、 その最 大応 答変位 に対 応す る変位 にお け る各部 位 の応 力 と変形 を漸増 載 荷解 析 結果 か らモ ー ド
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ごとに抽 出する。 これを2乗 和平方合成 (SRSS) して推定値 とする、 というものである。

検証解析では、Modal Pushover Analysisに よる推定結果、FEMAの3種 類の外力分布形 による漸

増載荷解析結果、および地震応答解析結果が比較検討 されている。Modal Pushover Analysisは 、

FEMAの 漸増載荷解析 よりも精度が向上 し、特 に、上層部の応答が大 きくなる解析例 に対 して、FEMA

の漸増載荷解析結果では著 しく過小評価であったのが、大分解消 されている。しか しなが ら、依然、

過小評価する部位 も少 な くない。

松本、倉本1.2.9) は、1次 振動が支配的である場合 には1次 モー ドのみの 「モー ド適応型漸増載荷

解析」 を、高次モー ドが無視 し得 ない場合には 「モー ド適応型漸増載荷解析」 を高次モー ドに対 し

て も実行 し、2乗 和平方合成 (SRSS) して推定値 とするとい う方法 を提案 している。 ここで も、各

次モー ドの最大応答変位 は、1自 由度系の最大応答変位 を推定する要領で計算 し、それに対応する

変位 における各部位の応力 と変形 をモー ドごとの漸増載荷解析結果か ら抽出す ることになる。

この方法は、Chopra, Goelの "Modal Pushover Analysis" の漸増載荷解析の部分 を、「モー ド適

応型」 に置 き換 えた ものである と理解で きる。検証解析 において、純 ラーメン構造 および ピロティ

形式 に対 して検討が行 われているが、外力分布一定型 と 「モー ド適応型」の違 いの検討がな く、 わ

ざわざ外力分布形 を変化 させ て行 うことの利点 は示 されていない。

いずれの既往 の研 究においても、入力地震動や構造物の諸因子 に関する体系的な検討 は無 く、特

に、検証 に用いている入力地震動 の数が少 なく、観測地震波 を用いている例が ほとんどである。そ

れゆえ、地震最大応答 の高 さ方向の分布 に及 ぼす諸因子の影響 は未解明であ り、仮 に特定の解析例

について推定精度が良か った としても、検証 と しては不十分である。

(3) エ ネルギ ー法

エネルギー法 は、地震入力エネルギーと建築物が吸収できるエネルギーの比較 によって、構造物

における地震応答 を評価 しようとする ものである。エ ネルギー法に関 しては、特 に、鉄骨造 に関 し

て研究が進んでお り、その実務への導入のための検討が、1998年 か ら約2年 間、建設省建築研究所

と (社) 鋼材倶楽部 との共同研究 として実施 されている。そこでは、エネルギー法 の鉄筋 コンクリー ト

造 に対 する適用性 について も検討 されている。

まず、累積塑性歪エネルギーWpが 、構造物 内の各層 に分配されて吸収 される もの と考 える。各層

が塑性化することで吸収 されるWqiは 式1.2.30で 算 出される。 なお、損傷 に寄与するエネルギーは

弾性歪エ ネルギーWeと 累積塑性歪エ ネルギーWpの 和 として式1.2.29で 算 出され、損傷 に寄与するエ

ネルギーの速度換算値VDは 、1自 由度系の速度応答スペ ク トルSVよ り式1.2.28に より計算する。

(1.2.28)

(1.2.29)
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(1.2.30)

ここで、Si: 各層の累積塑性変形倍率が等 しい場合のi層 の損傷 を表す値、Pi: 各層が一様 に塑性

化す る降伏せ ん断力係数分布 と実際の降伏せん断力係数分布の比、Pti: 偏心 による損傷集 中と等価

な降伏せ ん断力係数の低下率である。 また、nは 損傷集 中指数 と呼ばれ、損傷集中の起 こりやす さ

を表す。この損傷集中指数は、骨組の崩壊型や構造形式 によって異 なる値 とな り、現段 階において

は、特定層 に損傷が集中 しやすい柱崩壊型骨組 は8、 特定層 に損傷が集 中 しに くい梁崩壊型骨組で

は4程 度が想定 されている。

各層の累積塑性歪エネルギーWpiよ り、各層 の平均累積塑性変形倍率 ηdiが式1.2.31に よ り計算 さ

れる。平均累積塑性変形倍率ηdiは、層の累積塑性変形倍率の正負両側 の平均値 である。

(1.2.31)

こ こに、Qui: 各層 の保有水 平 耐力 、 δui: i層 の 剛性 とQuiか ら計算 され る変形 で あ る。

最 大 応答 層 問変位 の推定値 は、各 層 の平 均 累積 塑性 変 形倍 率 ηdiか ら式1.2.32お よび式1.2.33を

用 い て算 出す る。

(1.2.32)

(1.2.33)

ここに、μdi: i層の塑性率、δmaxi: i層の最大応答層間変位、δyi: i層の降伏変形である。定数n1は 、

平均累積塑性変形倍率ηdiと塑性率μdi*を関係づ ける値であ り、主に入力地震動 の特性 に依存す る。

現段階においては、通常のラーメン構造では2、 ス リップ性状 の復元力特性 となる引張ブ レース骨

組では1が 設定されている。 これ らの値 は、直下型地震の ように片側だけに変形が生 じるような地

震動では、 より小 さな値 となる可能性がある とされている。

以上の ようにして算出される最大応答層問変位 に関する推定値 は、経験的 に定め られ る定数nお

よびn1に 大 きく依存 し、如何 ようにも変化 し得 る。現段階では、それ らの定数の設定 に関 して十分

な検討がなされている とは言えない。
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2. 検討用構造物 と入力地震動

整形 なフレーム構造 を対象 に地震応答 における高 さ方向の分布 を検討するために、本章では、諸

因子 を変動 させ た鉄筋 コンクリー ト構造物 を設定 し、解析モデル としてキの字型の平面骨組モデル

を作成する。 また、構造物の地震応答 における入力地震動の弾性応答 スペク トル特性 との関連性 を

明確 にするために、加速度応答 スペク トルを調整 した模擬地震動 を設定する。

2.1 検 討用構造物の設定

2.1.1 プロ トタイプ構造物の設定

プロ トタイプとする構造物 は、全層共同住宅を想定 した12階 建 て建築物 である。階高は各層3.0m、

スパ ン長 さは6.0m×8.0mの 無限均等 ラーメンを仮定 し、6.0mの スパ ン方向を解析の検討対象 とす る。

各階の重量 は同一 とし、単位面積あた りの慣性 質量は1.20ton/m2と する。

部材断面寸法 は、弾性1次 固有周期1Tが0.72秒 になるように調整 して定める。具体的には、部材

断面寸法 を変化 させ て、後述の2.1.2項 に示す振動系モデルの固有値解析 を行 い、弾性1次 固有周期

1Tが0.72秒 となる部材 断面寸法 を探索す る。探索 にあた り、各部材 の断面寸法 と使用するコンクリ

ー ト圧縮強度σBについては、以下の法則 を設ける。

・各層の柱の断面寸法 は上層漸減型 とし、3層 ごとに1層 の柱せ いの5.0%ず つ減ずる。

・梁せいは、直下の柱のせ いの0.95倍 、梁幅は梁せいの0.75倍 とする。

・1層 柱 のコンクリー ト強度σBは、長期軸力 による圧縮応力度が0.20σB未 満 に納 まるように設

定す る。柱の長期軸力は、各階床 の単位面積 あた りの重量を13.0kN/m2と して算定す る。

・各層で使用す るコンクリー トの圧縮強度σBは、4層 上がるごとに3.0N/mm2ず つ減 じる。

弾性1次 固有周期1Tが0.72秒 になる部材 の断面寸法 とコンクリー ト強度の組み合 わせ を探索 した

結果 より、1層 断面寸法 を94×94cm、1層 柱 のコンクリー ト強度 を42.0N/mm2と する。弾性1次 固有

周期1Tを 優先 して定めているため、断面寸法 は半端 な数値 となる。固有値解析 により得 られる弾性

振動モー ドを図2.1.1に 示す。

構造物 は、1層 柱脚 と各階梁端 に曲げ降伏 ヒンジを想定す る全体降伏機構 を設定する。計画す る

崩壊機構 を図2.1.2に 示す。本来は、最上階については、地震後の補修の容易 さか ら、最上階梁端で

はな く、最上層柱頭 に降伏 ヒンジを計画する方が望 ましい とされる。 しか しなが ら、プロ トタイプ

構造物 では、 よ り検討 を容易 にするために、全 ての階の梁端に降伏 ヒンジを計画する崩壊形 を選択

す る。最上階 も含 む全 階の梁の塑性率の分布 を検討す ることになる。

部材の設計用応力は、塑性変形 を許容す る部材 の剛性 を低下 させた線形応力解析 により算出する。

線形解析 における部材 の剛性低減率は各階梁で0.3と し、1層 柱脚で0.7と する。設計地震層せん断

力は、建築基準法施行令第88条 お よび建設省告示第1793号 (昭和55年11月27日) によって算定する。

すなわち、設計ベースシヤー係数は0.30Rt (Rtは 振動特性係数) とし、設計層せ ん断力係数の分布
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はAi分 布 とする。

振動特性係数Rtは 、構造物の固有周期 と地盤の種別に応 じて、設計用地震力の値 を変化 させ る係

数であ り、式2.1.1に よる。

(2.1.1)

ここに、T1: 弾 性1次 固有周期、Tc: 地盤 の種別 に応 じた定数であ り、Tcは 、第1種 地盤 で0.4、 第

2種 地盤 で0.6、 第3種 地盤で0.8で ある。

振動特性係数Rtの 算定 において、地盤種別は第2種 地盤に設定す る。プロ トタイプ構造物の振動

特性係数Rtは0.992と なる。2.1.3項 で設定する固有周期 を変動 させた構造物群においては、構造物

ご と振動特性係数Rtが 変化することになる。 なお、2.2節 では3種 類 の地盤種別 を想定 して模擬地

震動 を設定するが、振動特性係数Rtの 算定 における地盤種別 は、模擬地震動の地盤種別 にかかわ ら

ず第2種 地盤 に固定する。例 えば、第2種 地盤で設計 した構造物に対 して、第1種 地盤 を想定 した

模擬地震動 を入力することになる。ただ し、3章 以降で行 う解析的検討 においては、1つ の構造物

に対 して、入力地震動の加速度の倍率 を変動 させて入力す る地震応答解析 を行 う予定であるので、

これは、入力地震動の倍率 を固定 し、設計ベースシヤー係数0.30Rtを 変動 させて解析 を行 うことと

同義である。

層せん断力係数の分布係数Aiは 、式2.1.2に よる。

(2.1.2)

こ こに、T1: 弾性1次 固有 周期 、 αi: i階 の規 準化 重量 で あ り式2.1.3に よる。

(2.1.3)

こ こに、Wi: i階 の重量 、N: 階数で あ る。

降伏 を計画する部材の曲げ降伏強度は、設計用応力の1.0倍 とする。地震応答 において、各階の梁

の塑性率がほぼ等 しくなることを指向 している。降伏 を計画 しない部材 の曲げ降伏強度 は、設計用

応力の1.7倍 とする。なお、1層 柱脚 と最上層柱頭 を除 く柱では、柱梁接合部を挟んだ上下通 し配筋

を仮想 し、上層柱脚 と下層柱頭の設計用応力 は、両者の線形応力解析値 の大 きい方 とする。実際の

配筋は考えず、最小配筋規定 も考慮 しない。
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2.1.2 構造物のモデル化

構造物の解析のための振動系モデル として、キの字形の平面骨組 を設定する。キの字形平面骨組

モデル を図2.1.3に 示す。検討用構造物では無限均等ラーメンを仮想 しているが、この内、柱1本 と

それ にとり付 く梁 を、梁の中央で切 り出 してモデル化する。柱、梁は断面の図心 を通 る線材で表 し、

柱、梁の交点 に節点 を設ける。各階の質量は、当該階の節点に集中する もの仮定 し、構造物 の変位

の 自由度は、節点の回転変位 と床の水平並進変位 とし、節点の鉛直方向の変位 は無視す る。1層 柱

脚は固定支持 とす る。柱、梁は、線形弾性線材 と材端剛塑性ばねで表す。材端剛塑性 ばねモデルを

図2.1.4に 示す。柱では、両端部 に剛塑性 回転 ばね を設ける。梁では、柱側 の端部 に剛塑性 ばねを設

け、他端 は水平 ローラー支持する。柱、梁の軸方向変形 は考慮 しない。柱梁接合部 は剛 とし、その

大 きさは、柱 と梁の直交フェース位置 より部材せいの1/4入 った点で定 める。

柱 、梁 をモデル化 した弾性線材 では、弾性 の曲げ変形 とせ ん断変形 を考慮する。曲げ剛性EIお よ

びせん断剛性GAは 、鉄筋 を無視 したコンクリー トのみの断面で評価する。梁では、床 スラブによる

剛度増大率 φ2.1.1) を考慮する。剛度増大率 φは式2.1.4と する。

(2.1.4)

こ こに、B: 梁 幅 にス ラブの協 力幅 を加 えた有 効幅 、b: 梁幅 、D: 梁 せ い、t: ス ラブの厚 さで あ る。

ス ラ ブの協 力 幅 は、片側 につ いて 、スパ ン長 さの1/10と して600mmと す る。 ス ラブの厚 さtは、 全

階 で 一律13mmと す る。

コ ンク リー トのヤ ング係 数Ecは 、NewRC式2.1.2) を参 考 に、 コ ンク リー トの圧 縮 強度 σBを用 いて式

2.1.5に よ り算 出す る。 また、 せ ん断弾 性係 数Gcは0.429Ecと す る。

(2.1.5)

剛塑 性 ば ねの柔 性 を曲げ モ ーメ ン トの関数fp(M) と置 けば、材 端 の 曲げモ ー メ ン トMと 回転 角 θ

の関係 は式2.1.6に よ り表 され る。

(柱)

(梁)

(2.1.6)

こ こに、l: 柱 の 内法長 さ、l': 切 り出 した梁 の 内法 長 さ (元 の梁 の内法 スパ ン長 さの1/2)、 κ: 形

状 係 数 であ る。 添 え字 の1, 2は 柱 部 材 の片 端 、 もう片 端 を示 す。形 状係 数κは 、長 方形 断面 で は1.2

で あ るが、T型 断 面 の梁 につ いて も簡 略的 に1.2と す る。
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剛塑 性 ばね の柔 性fp (M) は、 逆対称 曲げ を受 け る部材 の 曲げモ ー メ ン トー回転角 関係 を用 い て評

価 す る。逆対 称 曲 げ を受 け る部材 の材 端 の 回転 角 θを曲げ モー メ ン トMの 関数 と してθ=fa (M) で表

せ ば、式2.1.6にM1=M2=Mを 代 入す る こ とに よ り、fa (M) は式2.1.7で 表 され る。

(柱)

(梁)

(2.1.7)

式2.1.6お よび式2.1.7に よ りfp (M) を消 去 すれ ば、材 端 の 曲げ モー メ ン トMと 回転 角 θの 関係 は式

2.1.8で 表 され る。

(柱)

(梁)

(2.1.8)

式2.1.8の 逆 変換 に よ り、部 材 の剛性 マ トリクスが 作 成 され る。

逆対称 曲げを受ける柱、梁の曲げモーメン トー回転角関係では、スケル トンカーブを トリリニア

型曲線 とする。トリリニア型復元力特性 を図2.1.5に 示す。トリリニア曲線の第2折 れ点の曲げモー

メン トは部材の曲げ降伏強度Myと し、第1折 れ点の曲げモーメン トは曲げ降伏強度の1/3.0倍 とす

る。第2折 れ点 における割線剛性 の弾性剛性 に対する比率 を降伏点剛性低下率αyと定義 し、降伏点

剛性低下率αyは0.30と する。降伏後の剛性 は弾性剛性 の0.010倍 とす る。

逆対称 曲げを受ける部材の曲げモーメン トー回転角関係 における履歴特性 としてはTakedaモ デ

ル2.1.3) を適用す る。Takedaモ デルを図2.1.6に 示す。除荷時剛性低下指数 は0.40と する。

2.1.3 構造物の諸元

プロ トタイプ構造物 を基準 として、構造物 の階数、部材 の寸法、あるいは部材の復元力特性に関

する諸因子 を変動 させた数種の構造物 を設定する。

(1) 固有周期 を変動 因子 とす る構造物群

系の固有周期 は、地震応答特性 に影響を及ぼす最 も重要 な因子である。そ こで、弾性 固有周期 を

変動因子 とす る構造物12aか ら構造物12gま での7種 類 の12階 建 て構造物 を設定す る。固有周期 を変

動 因子 とする検討用構造物の一覧 を表2.1.1に 示す。

表2.1.1 検討用構造物の一覧 (変動因子: 弾性1次 固有周期)
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弾性1次 固有周期は、最 も短い構造物12aで0.48秒 、最 も長い構造物12gで2.40秒 とする。構造物

12cの 弾性1次 固有周期 は0.72秒 であ り、プロ トタイプ構造物 と全 く同一の構造物である。

固有周期以外の諸因子は全構造物 で同一になるように計画す る。階高、スパ ン長 さ、各階の重量

は全構造物で共通 とし、部材 の断面寸法 と使用するコンクリー トの圧縮強度のみ を変動 因子 とす る。

各構造物の弾性固有周期T、1層 柱の断面寸法お よびコンクリー ト圧縮強度σBを表2.1.2に 示す。部

材断面寸法については、プロ トタイプ構造物 と同様、振動系モデルの固有値解析 による弾性1次 固

有周期が所定の値 となる部材断面寸法 を探索 した結果である。各部材の断面寸法 と使用する コンク

リー ト圧縮強度に関する法則 は、プロ トタイプ構造物 と同一 とする。弾性1次 固有周期 を優先 して

定めてい るので、断面寸法 は半端 な数値である。 また、固有周期のよ り広い範囲について検討する

ため、構造物12b,12c,12dを 除 く構造 物の断面寸法はやや非現実的に小 さいか、あ るいは大 きい。

表2.1.2 検討用構造物の諸元 (変動因子: 弾性1次 固有周期)

各構造物の弾性振動モー ドを図2.1.7に 示す。各部材の断面寸法 は全構造物間で比例関係 にあるの

で、弾性振動 モー ドは全構造物でほぼ等 しい。コンクリー トのヤング係数の分布が若干異なるので、

振動モー ドも微妙 に異 なるが、3次 モー ドまでの刺激関数の各構造物 問の差は2.0%未 満である。

部材 の設計用応力の算 出において、式2.1.2に よ り層せ ん断力係数の分布係数Aiを 算定す る際の

弾性1次 固有周期T1は 、全構造物 で共通 に0.72秒 とする。振動解析で得 られる弾性1次 固有周期 は

構造物 ごとに異なるが、これを用いて層せん断力係数Aiを 算出すれば、固有周期の長い構造物 ほど、

上層部 の層せ ん断力係数が大 きい分布 とな り、上層部の強度が相対的に強 まる。層せ ん断力係数の

分布係数Aiを 全構造物で共通 とすることにより、部材の耐力の分布は全構造 物 で等 しい と考 えるこ

とがで きる。 なお、式2.1.1に より振動特性係数Rtを 算定する際の弾性固有周期T1は 、振動系モデ

ルの固有値解析 による値、す なわち、表2.1.1に 示 した値 とする。

(2) 階数 を変動 因子 とする構造物群

固有周期 を変動因子 として設定 した構造物はいずれ も12階 建てであるが、本研究の対象 を12階 建

てに限定 しているわけではない。多 自由度系の応答はモー ドの重ね合わせであ り、階数が異 なって

も、モー ドの振動特性が同一であれば同様の応答特性である、とい う考 えに基づいている。しか し、

自由度が増すほどモー ドの次数 も増大 し、増 えた分の高次 モー ドの影響 により構造物全体の応答特
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性が変化する可能性がある。そこで、構造物12cお よび構造物12gを 基準に、階数を2階 建 て、3階

建て、6階建て、30階建てに構造物 を各4種 類ずつ設定する。検討用構造物の一覧 を表2.1.3に 示す。

表2.1.3 検 討用構 造 物 の一覧 (変動 因子: 階 数)

階高、スパ ン長さ、各階の重量 は、12階 建て構造物 と共通である。部材断面寸法 は、弾性1次 固

有周期が所定の値 になるように調整 して定 める。断面寸法 はいずれ も上層漸減型 とするが、断面寸

法を減 じる割合は構造物の階数 によって変化 させ、弾性2次 固有周期 も12階 建て構造物 と比較 的近

い値 になるように設定する。各構造物 の弾性固有周期T、1層 柱 の断面寸法、柱寸法の減 じ方、お

よび1層 柱の コンクリー ト圧縮強度σBを表2.1.4に 示す。

表2.1.4 検討用構造物の諸元 (変動因子: 階数)

各構造物の弾性振動モー ドを図2.1.8に 示す。ここでは、高さを最上階の高 さで除 した値 を規準化

高 さとする。12階 建て構造物 と30階建 て構造物では、同一規準化高 さにおいて、刺激関数はほぼ等

しい値である。1次 モー ドについては、構造物 の階数が小 さいほど、同一規準化高 さにおける刺激

関数の値が小 さい。 また、構造物の階数が小 さいほ ど、2次 および3次 モー ドの最上階の刺激関数

の値が小 さい。

設計層せん断力係数分布の設定については、以下の2通 りの方法 を考 えることがで きる。

・方法1 (層せん断力係数Ai分 布)

構造物 ごとに式2.1.2に よ り層せん断力係数の分布係数Aiを 算定する。弾性1次 固有周期T1は 共

通であるが、構造物の階数が異なることにより、規準化重量の分布が異な り、算定 されるAiの 分布

に も差が生 じる。
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・方法2 (モ ー ド比例外 力 の合成)

構造物 ごとに弾性振動モー ドに比例 した外力分布形 を合成する。合成する際の各次モー ドの比率

は、12階 建て構造物の設計層せ ん断力係数 に対応する外力分布形 と等 しくなるようにする。

具体的には、 まず、12階 建て構造物の層せん断力係数の分布係数Aiに 対応する外力分布形 {f} を

算 出する (式2.1.9お よび式2.1.10)。 これ を各次 モー ド比例外力 に展開 し、各次等価加速度iaを 算

出す る (式2.1.11)。12階 建て以外のn'階 建 て構造物 の外力分布形 {f}'は 、各次等価加速度iaを

当該構造物の刺激関数 β'{u}'に よって合成 して算出する (式2.1.12)。 階数の小 さい構造物では、

階数分の次数 まで考慮す る。

(2.1.9)

(2.1.10)

(2.1.11)

(2.1.12)

ここ に、mi: i階 の質量 、iβ: i次 刺激 係 数、{ iu}: i次 振 動形 、iM: i次 等価 質量 、[M]: 質 量 マ ト

リクス であ る。i次 等価 質 量iMは 、式2.1.13に よる。

(2.1.13)

2種 類 の方法 による外力分布形 を図2.1.9に 示す。同図では、1次 等価加速度 iaが1.0に なるよう

規準化 している。層せん断力係数の分布係数Aiを 個別 に算出す る場合、最上階については、階数の

大 きい構造物ほど規準化重量が小 さくな り、分布係数Aiも 大 きくなる。そのため、最上階における

外力の係数は、構造物の階数によ り大 きく異 なる。 これを除けば、同一規準化高さにおいては規準

化重量が ほぼ等 しいので、全構造物で外力の係数はほぼ等 しい。モー ド比例外力の合成では、12階

建 て構造物 と30階 建て構造物 では規準化高 さで見 た振動モー ドの形状が似ているので、外力の係数

の分布 もほぼ等 しい。一方で、2階 建てや3建 て構造物 を12階 建て構造物 と比較する と、同一規準

化高 さにおける外力の係数には大 きな差がある。

階数の異なる構造物 において、モー ドの振動特性 を同等 とするためには、層せん断力係数の分布

係数Aiを 個別に算 出するよ りもモー ド比例外力の合成 を採用する方が妥当であると考 えられる。

各構造物の設計層せ ん断力係数 は、方法2に 示 したモー ド比例外力の合成に対応 した ものとする。

(3) 部材の耐力の分布を変動因子とする構造物群

地震応答 において、部材が塑性変形 を生 じる場合、その部材の耐力の大 きさの違いによ り応答変
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形 は大 きく異な り、構造物内での地震最大応答の高 さ方向の分布性状 も変化することが予想 される。

構造物内での部材の耐力の高 さ方向の分布 は、最大応答 の分布 に影響 を及ぼす大 きな要因である。

プロ トタイプ構造物では、実際の配筋 を全 く考慮 していない。 しか し、配筋 を考慮すれば、部材

の曲げ降伏強度 を設計応力 と全 く等 しくす ることはほぼ不可能であ り、一般的 には、 曲げ降伏強度

が設計応力を上回るように配筋 される。 また、上層部の部材については、最小配筋規定 により設計

応力 を大 きく上回る強度になることも考え られる。この ように、部材の強度 の高 さ方向の分布が設

計応力 とは異なる分布 になる可能性がある。 これを想定 して、構造物12cを 基準に、部材 の耐力 の

分布 を変化させた4種 類の構造物を設定する。検討用構造物の諸元 を表2.1.5に 示す。

表2.1.5 検討用構造物の諸元 (変動因子: 部材の耐 力の分布)

倍率は、構造物12cの 部材の強度 を基準 とした もの。特記 なしは1.0倍

各構造物 では、特定の部材 の強度 のみ を変化 させ る。構造物12clで は、13 (R) 階梁 の強度 を1.50

倍、12階梁の強度 を1.25倍 し、最小配筋規定 を簡略的に想定 している。構造物12c2,12c3,12c4で は、

一部の部材の強度 を0.8倍 に減 じる。 これは、大部分の部材の強度が配筋 により1.25倍 に増幅 され、

増幅 されない一部の部材の強度が相対的に低 くなることを想定 している。

すべての構造物で部材強度のみを変化 させ、降伏点剛性低下率αyは、構造物12cと 同様 、全部材 で

一律0.3と する。5種 類 の構造物では、部材断面寸法、コンクリー ト強度 などはすべて共通であるの

で、曲げ降伏強度が大 きい部材 ほど降伏点剛性低下率αyも大 きくなる と考 えるのが妥 当である。 し

か し、ここでは、全構造物の全部材の降伏点剛性低下率αyを簡略的に一律0.3と する。降伏点剛性低

下率αyの影響 については別途検討することにする。

(4) 設計外力分布形を変動因子とする構造物群

(3) と同様に部材の耐力の分布 に関わることであるが、ここでは、設計外力分布形 を変動 させた構

造物 を設定す る。プロ トタイプ構造物である構造物12cの 設計層せん断力係数Ai分 布 に対応する外

力分布形 {f} 12cを、式2.1.12の ように弾性振動モー ドに比例 した外力分布 の合成で表せば、式2.1.14

の ようになる。

(2.1.14)

ここに、iβ: i次 刺激係数、{iu}: i次 振動形、[M]: 質量マ トリクスである。

構造物12cの 設計外力分布形を参考 に、各次 の係数 を変動 させた3種 類の外力分布形 を設定 し、

それぞれ を設計外力分布形 とした構造物 を設定する。検討用構造物の諸元 を表2.1.6に 示す。
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表2.1.6 検討用構造物の諸元 (変動因子: 設計外力分布形)

構造物12c0の 設計外力分布形 {f} 12c0は、構造物12cの 設計外力分布形に対 して、4次 モー ド以上 を

無視 し、2次 と3次 の係数 を丸めた ものである。構造物12c0は 、構造物12cと ほぼ等 しい応答性状 を

示す ことを期待 している。構造物12cNの 外力分布形 {f} 12cNでは2次 の係数の絶対値 を増大 させ、構

造物12cPの 外力分布形 {f} 12cpでは2次 の係数の絶対値 を減少 させる。2次 の係数 は、構造物12cNで

は負側へ、構造物12cPで は正側ヘ シフ トさせていることになる。3次 の係数は3種 類で共通 とする。

各構造物の設計外力分布形お よびその層せん断力係数の分布形を図2.1.10に 示す。層せ ん断力係

数は、1層 の層せん断力係数が1.0と なるよう規準化 している。2次 の係数が負側ヘ シフ トするほど、

上層部における外 力が増大 し、中下層部 の外力 は減少する。1層 の層せん断力係数で規準化 した層

せ ん断力係数を比較する と、2次 の係数が負側ヘシフ トするほど、全層で層せ ん断力係数が増大す

る。構造物12c0に 比べて、構造物12cNは 上層部の強度が高 くな り、構造物12cPは 上層部の強度が低

くなる。

各構造物 は、設計外力分布以外 はプロ トタイプ構造物 と同様 に設定する。降伏 を計画する部材の

曲げ降伏強度 は、設計用応力の1.0倍 とす る。

(5) 弾性剛性の分布 を変動 因子 とする構造物群

振動モー ドの形状 の影響 を検討するために、構造物12cを 基準 に、上層 における部材寸法 を減 じ

る割合 を変化 させた2種 類の構造物 を設定する。検討用構造物の諸元 を表2.1.7に 示す。全構造物 に

おいて、階高、スパ ン長 さ、各階の重量 は共通 としする。

表2.1.7 検討用構造物の諸元 (変動因子: 弾性剛性の分布)

柱の断面寸法 は、構造物12cAで は全層で一定 とし、構造物12cBで は1層 上が るご とに1層 の柱せ

いの3.0%ず つ減 じる。全構造物で共通 して、梁せいは直下の柱のせいの0.95倍 、梁幅は梁せいの0.75

倍 とする。 これ らの法則の下、振動系モデルの固有値解析 による弾性1次 固有周期1Tが 所定の値 に

なるように断面寸法 を調整する。各構造物の弾性固有周期Tと1層 柱お よび12層 柱の断面寸法およ

び1層 のコンクリー ト圧縮強度σBを表2.1.7に あわせて示 している。弾性1次 固有周期 を同一 とす

る設定であるが、高次 の固有周期 は構造物 間で異 なることになる。

各構造物の弾性振動 モー ドを図2.1.11に 示す。上層の断面寸法 を減 じる割合が大 きくすれば、上
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層部が相対的に柔 になる。 これに伴い、高次の固有周期の1次 固有周期に対する比が大 き くな り、

上層部 における各次の刺激関数 も大 きくなる。全層一定型では、 これと逆である。

設計層せん断力係数分布は、全構造物で共通 とす る。すなわち、弾性1次 固有周期T1を0.72秒 と

して算定するAi分 布である。降伏点剛性低下率αyは、全構造物の全部材 で一律0.3と する。部材断

面寸法が全層共通である構造物12cAで は、部材 断面寸法は上層部 と下層部で同一であるが、曲げ降

伏強度は上層 ほど小 さい。それゆえ、上層ほ ど降伏点剛性低下率 αyが小 さい と考 えるのが妥当であ

り、すべ ての部材の降伏点剛性低下率αyを共通 とするのは現実的ではない。降伏点剛性低下率 αyの

影響については別途検討することにする。

(6) 降伏点剛性低下率 を変化 させた構造物

これ まで設定 して きた構造物においては、部材 の断面寸法や曲げ降伏強度 に関わらず、部材の降

伏点剛性低下率αyを一律0.3と した。ここで は、配筋 を簡略的に想定 し、部材の降伏点剛性低下率

αyを算定 してみる。降伏点剛性低下率αyは、菅野式2.1.4) を参考 に式2.1.15を 用いて算定する。

(2.1.15)

こ こに、ρt:引 張鉄 筋比 、α/D:せ ん断スパ ン比 、D:部 材 せ い、d:有 効 せ い(=D-0.05mと す る)

で あ る。 引張 り鉄 筋 比Ptは 、主筋 の降伏 強度 σyを295N/mm2と して式2.1.16を 用 い て算定 す る。

(2.1.16)

ここに、My: 設定 した部材の曲げ降伏強度である。

構造物12cの 各階の梁について降伏点剛性低下率 αyを算 出すると、最小 は13 (R) 階梁 で0.263、 最

大は4階 梁で0.450で ある。概 して言えば、降伏点剛性低下率 は上層部の部材 ほど小 さ く、下層部の

部材 ほど大 きい。

これを参考に、構造物12cに 対 して、梁の曲げ降伏点における割線剛性低下率を変化 させた構造

物12cYを 設定する。階高、スパ ン長 さ、各階の重量、部材の強度 は構造物12cと 共通 とす る。構造

物12cYの 梁の降伏点剛性低下率は、上層部ほ ど小 さくなるよう設定する。柱 について、1層 柱脚以

外 は曲げ降伏 しないため降伏点剛性低下率の分布の影響は小 さい と考え、一律0.3と する。構造物の

諸元 を表2.1.8に 示す。

表2-1.8 検討用構造物の諸元 (変動因子: 降伏点剛性低下率の分布)

(6) 想定する崩壊機構 を変化 させた構造物
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これ まで設定 してきた構造物はすべて、梁降伏先行 の全体降伏機構 を設定 してきたが、異 なる崩

壊機構 を想定 した構造物12cZを 設定す る。構造物の諸元を表2.1.9に 示 し、構造物12cZで 想定する

崩壊機構 を図2.1.12に 示す。

表2.1-9 検討用構造物の諸元 (変動因子: 想定崩壊機構)

構造物12cZの 部材 の曲げ降伏強度の比は、構造物12cを 基準 に、1層 柱脚で0.66、1層 柱頭で0.40

とし、2階 梁の曲げ降伏強度 は無限大 とする。1層 柱頭については、構造物12cは 設計用応力 に対

して1.7倍 の曲げ降伏強度 を設定 しているため、構造物12cZの 曲げ降伏強度は設計用応力 に対 して

0.68倍 になる。2階 梁の強度が無限大であるため、2階 の柱梁節点 においては、1層 柱 頭および2

層柱脚 に曲げ降伏 ヒンジが形成 されることになる。 さらに、1層 柱の強度 を相対的に低 く設定す る

ことによ り、1層 柱頭 ・柱脚の曲げ降伏が他の部材の曲げ降伏 に先行す ることを期待 している。す

なわち、構造物12cZで は1層 の層崩壊 を想定 している。2層 以上の柱 と3階 以上の梁の曲げ降伏強

度 は構造物12cと 全 く同一 とす る。2層 柱脚 と3階 以上の梁端は潜在 曲げ降伏 ヒンジと言 え、これ

らで曲げ降伏が生 じることも許容 している。
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図2.1.1 弾 性 振 動 モ ー ド

図2.1.3 骨組 の モデ ル化

図2.1.5 部材の復元力特性

図2.1.2 崩 壊 機 構

図2.1.4 部 材 のモデ ル化

図2.1.6 部材 の履歴 特性
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図2.1.7 弾性振動モー ド-固 有周期 を変動因子 とする構造物群-

(1) 構 造物12c (2) 構 造物12g

図2.1.8 弾性振動モー ド-階 数を変動因子とする構造物群-

(1) 層せん断力係数Ai分 布 (2) モー ド比 例外 力の合 成

図2.1.9 設計外力分布形-階 数を変動因子 とする構造物群-

2-1-13



(1) 外力分布形 (2) 層せん断力係数分布

図2.1.10 設計外力分布形-設 計外力分布を変動因子 とす る構造物群-

図2.1.11 弾性振動モー ド-弾 性剛性の分布 を変動因子 とする構造物群-

図2.1.12 崩壌機構-想 定す る崩壊機構を変化 させた構造物-
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2.2 入力地震動の設定

2.2.1 既往の強震観測記録

既往 の強震観測記録 として用いるの は、El Centro NS (1940)、 八戸EW (1968)、 神戸海洋気象台

NS (1995)、Taft EW (1952)、東北大学NS (1978) の5個 である。いずれ も、地動最大速度が0.50m/sec

になるよう規準化 し、使用時 間は主要動 を含 む20.48sec (時間間隔0.02sec、 加速度記録 データ数1024

個) とす る。使用す る強震観測記録の諸元 を表2.2.1に 、加速度時刻歴 を図2.2.1に 示す。

El Centro NS、Taft EWは 、破壊的 な地震の震央近 くでの硬 質地盤上の記録であ り、ランダム性

が比較的強 く、標準的 な強震記録 として位置付 けられている。八戸EWは 、長周期地震動が注 目され

た1968年 十勝沖地震 による強震記録である。東北大学NSは 、10数 の連続波か ら成 る主要動 を持つ

1978年 宮城県沖地震 による強震記録であるが、表層の軟弱層の刺激によ り約1.0秒 の成分が増幅 され

ている。神戸海洋気象台NSは 、内陸部の断層の破壊 による典型的な直下型地震である1995年 兵庫県

南部地震の強震記録であ り、継続時間が短 く、大 きな加速度振幅 を示す。

表2.2.1 強震記録の諸元

各強震記録の減衰5.0%の 擬似加速度応答スペク トルを図2.2.2に 示す。構造物の地震応答 におけ

る変形分布 を考える場合、変形分布 に大 きな影響 を与 えるのは高次モー ドの振動であると考えられ

るので、 ここでは、特 に短周期領域の応答特性 に着 目する。応答加速度が大 きくなる周期 は、El

Centro NSで は0.20secか ら0.30secま で、Taft EWで は0.20secか ら0.45secま で、神戸海洋気象台

NSで は0.40sec付 近である。八戸EWと 東北大学NSの 短周期領域での応答加速度は小 さい。

2.2.2 模擬地震動の設定

従来か ら多 くの研究者あるいは構造設計者 に用い られて きた既往の強震観測記録は、地震応答解

析結果の傾向を把握する上で有効 である。 しか し、 これ ら強震観測記録の応答スペ ク トルは複雑な

形状 を示すため、弾塑性応答解析結果 と弾性応答スペ ク トル との関連 を明快 にす るのは困難である。

そこで、既往 の強震観測記録 のそれぞれに対 して、その フーリエ振幅スペ ク トルを修正 した4種 類

の模擬地震動 を作成 し、弾性応答スペ ク トルを平滑化する。すなわち、既往の観測強震記録のフー

リエ変換 から得 られる5種 類のフー リエ位相スペク トルと4種 類の目標加速度応答スペ ク トルの掛

けあわせ によ り、計20個 の模 擬地震動 を作成す る。 この模擬地震動 を用いた地震応答解析 により、

弾塑性応答解析結果 と弾性応答スペク トル特性、あるいはフー リエ位相角特性の関連の明確にする。
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模擬 地 震動 の作成 には、ス ペ ク トル適合 法2.2.1) を用 い る。 す なわ ち、 フー リエ位 相 ス ペ ク トル と

目標 加速 度応答 スペ ク トル を与 え、 与 えた 目標応 答 スペ ク トル に適合 す る よ うな加速 度 時刻 歴 を、

逐 次計 算 によ り作 成す る。

(1) 目標加 速度応 答ス ペ ク トル

目標 応答 スペ ク トルは、荷 重 指針2.2.2) を参 考 に定 め た減衰5.0%の 加速 度応 答 スペ ク トル を4種 類

設 定 す る。固有 周期3.0秒 以下 で は、荷 重指 針 に示 され る加 速度 応答 スペ ク トル に従 う。固有 周 期3.0

秒 以上 の領域 で は、梅 村 スペ ク トル2.2.3) やNewmark 2.2.4) の応 答 スペ ク トルモ デル を参 考 に、変位 応答

を一定 とす る。 目標 加速 度応 答 スペ ク トルSA (T) は、式2.2.1で あ る。

(2.2.1)

ここに、A0: 標準地盤の地震動の基本最大加速度、V0: 標準地盤の地震動の基本最大速度、GA: 地震

動の最大加速度の地盤種別補正係数、GV:地 震動の最大速度の地盤種別補正係数、Tc: SA (T) が一定

値 をとる区間の上限の周期で式2.2.2に よる。

(2.2.2)

ここで、スペク トル形状 の因子 を変動 させることにより、目標加速度応答 スペク トルSa1か らSa4

までの4種 類 を設定する。地表最大速度 に相当するV=GVV0と 、標準地盤における基本最大加速度

と最大速度の比A0/V0を 固定 し、地盤種別補正係数であるGAとGVを 変化 させることにより、Sa1か ら

Sa3ま での3種 類 を設定する。 さらに、Sa2に 対 して、A0/V0を 変化 させたSa4を 設定する。諸パ ラメ

ータの組み合わせを表2.2.2に、 設定 した4種 類 の加速度応答スペ ク トル を図2.2.3に 示す。

表2.2.2 目標加速度応答スペ ク トルの諸元
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地盤種別補正係数GAお よびGVの 組み合 わせは、荷重指針で推奨 される地盤種別 ごとの値 とす る。

Sa1はI種 地盤 に、Sa2お よびtype4はII種 地盤に、Sa3はIII種 地盤 に相当する。 しか し、地表最大速

度Vを 同一 としているため、標準地盤 の地震動 の最大加速度A0お よび基本最大速度V0は 、Sa1ほ ど

大 きい値 となる。4種 類のスペ ク トルは、1.117秒 以上の長周期 においては同一の値 であ り、短周期

においてのみ異 なる値 をもつ。

(2) 位相特性

5種 類の既往 の強震観測記録の フー リエ変換 で得 られる各振動成分のフー リエ位相角 その もの を

用いる。用いる強震観測記録は、El Centro NS (1940)、八戸EW (1968)、神戸海洋気象台NS (1995)、

Taft 1EW (1952)、 お よび東北大学NS (1978) の5種 類である。加速度時刻歴の使用時間は20.48秒、

時間間隔△tは0.02秒 、データの総数Nは1024個 に統一する。

任意の時刻歴x (t) は、有限 フー リエ近似 によ り式2.2.3で 表 される。

(2.2.3)

ここで、Xk (k=0,1,2,…N/2) は各振動成分波 の振幅、φk (k=1,2,…N/2-1) は各振動成分波の

時間軸上 のずれを表す位相角である。

振幅XkのT/2.0倍 を振動数fkに 対 してプロ ットした ものが フーリエ振幅スペク トル、位相角φk

を振動数fkに 対 してプロッ トしたものがフー リエ位相スペ ク トルである。地震波 をフー リエ ・スペ

ク トルによって表す ことにより、時刻歴 に含 まれている振動数成分の検 出す ることができ、時間領

域か ら周波数領域へ変換することがで きる。 フー リエ振幅スペ ク トルとフー リエ位相スペク トルの

両者が併せ備わって始めて、時間領域 におけるもの と対等の情報量 になる。

フーリエ位相差分△φkとは、数列 を成 して並んでいる地震波の各振動成分 の位相角φk (k=1,2,…

N/2-1) の、引 き続いた2つ の位相角 の差 、すなわち

(2.2.4)

である。ただ し、位相差分△φkは0か ら-2πま での範囲にある負の値 になるようにす る。そ して、0

か ら-2πま での間における位相差分△φkの頻度分布 をフー リエ位相差分スペク トルと呼ぶ。

経験的に、地震波の時刻歴の包絡形 は、フー リエ位相差分スペク トルの形に良 く似ていると言わ

れる2.2.1)。この現象 を説明す るのは困難であるが、一つの説明 として、引 き続いた2つ の振動成分で

ある左次お よびk+1次 の振動成分波の合成 を考 える。ここで、左次振動の成分波はXkcos (2πfkt+φk

であるが、簡単のため、振 幅 姦お よびXk+1が 等 しい と仮定する。

三角関数の和→積 の公式 より、

(2.2.5)

であ り、右辺の うち振動数の小 さい方の第一成分cos ((A-B)/2) は、合成波の包絡曲線 を示す。 こ

こ で 、
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(2.2.6)

で あ るか ら、

(2.2.7)

であ る。 ここで、Td: 地 震動 の継続 時 間 であ る。 よって 、合 成波 の 包絡 線 は周期2Td、 振 幅2Xkの 正

弦 曲線 で 、最大 点Txは-△φkTd/2π で あ る。 す な わち 、

(2.2.8)

が成 り立つ。すなわち、左辺で示 される時刻歴波形 における合成波の包絡線の最大点の相対 的な位

置 と、右辺で示 されるフーリエ位相差分スペク トルにおける位相差分△φkの相対的な出現位置が一

致することになる。

各強震記録の フー リエ位相差分スペ ク トルを図2.2.4に 示す。用いた加速度記録データ数Nは1024

であるので、フーリエ位相差分はN/2-2=510個 である。図は、0か ら-2πま でを32等 分 した区間に

おける頻度分布図であ り、低次の102個 と高次 の408個 を区別 して示 している。低次側が長周期成分

を示 し、高次側が短周期成分 を示すが、その境界 は振動5.0Hz、 周期0.20secに 相当する。

総数510個 に関するフー リエ位相差分スペ ク トルの形状は、加速度時刻歴波形の形状 と概 ね似てい

る。東北大学NSの み扁平型であ り、その他の4波 では明確 な頂点がある。5つ の区間 (幅5/32・2π)

におけるフー リエ位相差分の最大出現率 は、大 きい順 に、神戸海洋気象台NSで42.9%、El Centro NS

で38.2%、Taft EWで30.8%、 八戸EWで28.8%、 東北大学NSで19.0%で ある。

フーリエ位相差分スペク トルの形状は、加速度時刻歴波形の形状 と概 ね似 ている と言えるが、厳

密 に言 えば、神戸海洋気象台NSで はフー リエ位相差分スペク トルの方が裾野の広が りが広 く、逆に、

El Centro NSやTaft EWで はフーリエ位相差分スペ ク トルの方が頂点付近の頻度の集中が顕著であ

る。そのため、直下型地震である神戸海洋気象台NSが 最 も尖頭型であるが、直下型地震ではない

El Centro NSで もそれ と大差のない尖頭型である。 フー リエ位相差分スペ ク トルの形状 によ り、直

下型か、海洋型地震であるか、を判別す るのは困難である。El Centro NSやTaft EWで は、短周期

成分の寄与によって、フー リエ位相差分スペ ク トルの頂点付近へ の頻度の集 中が顕著 になっている。

(3) 模擬地震動の作成方法
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作成 しようとす る模擬地震動の加速度時刻歴 を、離散値Xm (m=0,1,2,…N-1) によって表す と

する。ここで、Nは 等間隔な離散値データの総数であ り、離散値 の時間間隔を△tと すれば、地震動

の継続時 間はTd=N△tで ある。

この離散値 デー タに対する複素 フーリエ係数 をCkと すれば、CkはXmの フーリエ変換

(2.2.9)

に よって求 め られ 、XmはCkの フー リエ逆 変換

(2.2.10)

に よ って定 め られ る。 ここ に 左は、式2.2.9に よ ってXmを 成 分波 に分 解 した時の次 数 で あ り、k次

(k=1,2,…N/2) 成 分の振 動 周期Tkは 、

(2.2.11)

と表 され る。k次 (k=1,2,…N/2) 成 分 の振 幅 をXk、 位 相角 をφkと す れ ば、

(2.2.12)

で表 され る。 ただ し、φN/2=0で あ る。

フー リエ振 幅 スペ ク トル をFk (k=1,2,…N/2) で表せ ば、FkはXkに 継 続時 間 の1/2を 掛 け た もの、

(2.2.13)

で あ り、

(2.2.14)

と表 され る。

0次 の 成分 は振 動 とは無 関係 で あ るので、C0=0.と す る。また、Ckの 共役 複素 数 をCk*と 表せ ば、

(2.2.15)

で あ る。

した が っ て 、 フ ー リエ 振 幅 ス ペ ク トルFk (K=1,2,…N/2) と、 フ ー リエ位 相 ス ペ ク トル φk

(k=1,2,…N/2) に よ り、複 素 フー リエ係 数Ck (k=0,1,2,…N-1) が定 ま り、 これ をフー リエ逆

変 換 す る こ とに よ り、模擬 地 震動 の加 速度 時刻 歴Xm (m=0,1,2,…N-1) が 求 め られ る。

フーリエ逆変換 により得 られる加速度時刻歴の応答スペ ク トルが、 目標応答スペ ク トル と適合す

るよう逐次計算 を行 う。

まず、この加速度時刻歴 による減衰5.0%の 加速度応答スペ ク トル (Sa) k (h=0.05) を計算 し、 これ と

目標加速度応答スペ ク トル との違 いを表す比率rkを 式2.2.16に より求める。

(2.2.16)

次 に、 フー リエ振 幅 スペ ク トル を
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(2.2.17)

に修正 し、新 たなフーリエ逆変換 により、加速度時刻歴 を得 る。得 られた時刻歴の加速度応答スペ

ク トルと目標応答スペ ク トル とが、十分な精度で一致するまで計算 を繰 り返す。収束の判定 は、式

2.2.18に よる、比率によって表 した誤差の2乗 平均εとする。

(2.2.18)

(4) 模擬地震動の作成結果

模擬地震動 を作成する際に、逐次計算の最初 に用いるフーリエ振幅スペク トルは、観測地震波 そ

れぞれの原スペク トル とする。すなわち、例 えば、El Centro NSの フー リエ位相スペク トルを有す

る4個 の模擬地震動 を作成する際 には、それぞれについて、El Centro NSの フー リエ振幅スペ ク ト

ル を逐次計算の1回 目に用いる。 また、逐次計算 の繰 り返 しは、すべての模擬地震動 の作成 におい

て、5回 で打ち切る。逐次計算 回数 を揃 えることにより、目標加速度応答 スペ ク トル をパ ラメー タ

とす る4個 の模擬地震動 については、 目標スペ ク トル値が同一である長周期成分の振幅がほぼ等 し

くなる。5回 で打ち切 ることにより、誤差 の2乗 平均は4.0～26%で あるが、応答スペ ク トルの概形

は目標応答スペク トルに十分近いものが得 られている。

5種 類 のフーリエ位相スペク トル と4種 類の目標応答スペ ク トルの組み合 わせで作成 した計20個

の模 擬地震動の最大加速度、最大速度を表2.2.3に 、加速度時刻歴波形お よび加速度応答スペク トル

を図2.2.5に 示す。

表2.2.3 模擬地震動の最大加速度、最大速度

() 外: 最 大速度m/sec、() 内: 最大 加速 度m/sec2
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図2.2.1 強震記録の加速度時刻歴 図2.2.2 強震記録の加速度応答スペク トル

図2.2.3 目標加速度応答スペク トル
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(1) El Centro NS (1940) (2) 八戸EW (1968)

(3) 神戸海 洋 気象 台NS (1995) (4) Taft EW (1952)

(5) 東 北大 学NS (1978)

図2.2.4 強震 記録 の フー リエ位相 差分 スペ ク トル
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(1a) 加速度時刻歴 (1b) 加 速度応 答 スペ ク トル

(1) El Centro NS (1940)(ens)

(2a) 加速度時刻歴 (2b) 加速度応答スペ ク トル

(2) 八 戸EW (1968)(hew)

図2.2.5 模擬地震動の加速度時刻歴 ・加速度応答スペク トル  (そ の1)
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(3a) 加速度時刻歴 (3b) 加速度応答スペク トル

(3) 神 戸海洋 気 象台NS (1995)(kns)

(4a) 加速度時刻歴 (4b) 加速度応答 スペ ク トル

(4) Taft EW (1952)(tew)

図2.2.5 模擬地震動の加速度時刻歴 ・加速度応答スペク トル (その2)
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(5a) 加速度時刻歴 (5b) 加速度応答スペク トル

(5) 東北 大学NS (1978)(tns)

図2.2.5 模擬地震動の加速度時刻歴 ・加速度応答スペク トル (その3)
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